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論 説 

アドビ事案に係る国際的事業再編の観点からの移転価格課税の検討（下） 

 

税務大学校研究部教育官 

居 波 邦 泰 

 

◆SUMMARY◆ 

 ドイツは 2008 年１月１日に企業税制改革法 2008（The 2008 Corporate Tax Reform 

Act : Unternehmensteuerreformgesetz 2008）を施行し、法人税に係る実効税率の 10％程

度の引下げを行うなど大胆な法人税制の改革を行ったが、そのなかで法人税率の大幅な引下

げによる税収減の対応策として、国際取引課税法（Foreign Tax Code : Außbensteuergesets）

第１条を改正することで、事業再編による所得の国外流出に対する移転価格税制の強化を行

った。 

 本稿は、ドイツにおける「賢明な企業経営者原則（Prudent Business Manager Principle）」

の法規定化や「所得相応性基準（Commensurate With Income Standard）」の導入、さらに

は文書化の改正を含めた移転価格税制の一連の強化策について、その内容に言及し、有用性

を確認するとともに、これらの強化策及び前号（第 14 号）で分析した OECD のディスカッ

ション・ドラフト（2008 年９月公表）を踏まえて、わが国の移転価格税制における事業再編

への対応策等について制度面及び執行面から検討を加え、若干の提言を試みたものである。 

（税大ジャーナル編集部） 
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第３章 ドイツの事業再編に対する移転価格

税制の強化策 

 ドイツは 2008 年１月１日に企業税制改革

法 2008（The 2008 Corporate Tax Reform 

Act ： Unternehmensteuerreformgesetz 

2008）を施行し、法人税に係る実効税率の

10％程度の引下げを行うなど大胆な法人税

制の改革を行ったが、そのなかで法人税率の

大幅な引下げによる税収減の対応策として、

国際取引課税法（ Foreign Tax Code ：

Außensteuergesets）１条を改正することで、

事業再編による所得の国外流出に対する移転

価格税制の強化を行った。 

その後、ドイツでは、この事業再編に対す

る移転価格税制の強化策について的確に実施

するために、2008 年７月に「機能移転に関す

る政令（Funktionsverlagerungsverordnung 

-FVerlV-E）」が可決され、2008 年１月１日

に遡及して施行されており、また、機能移転

に関する財務省通達のドラフトを 2009 年中

に公表しその発遣を進めるなど、この新たな

る移転価格制度の安定的な定着に向けての整

備が続けられてきたところである。 

しかし、2009 年に成立したキリスト教民

主・社会同盟（CDU／CSU）と自由民主党

（FDP）との連立政権のもとで、2010 年か

ら上記の事業再編に係る移転価格税制の強化

について緩和をしようとする議論が始められ

ており、適用除外についてその範囲を拡大す

ることで、この強化策による企業への負担を

大幅に減らすことが検討されているようであ

る。つまり、2008 年の強化策について「骨抜

き」がなされるかもしれないということであ

る。しかし、その緩和手法は適用対象をより

限定的にするということであり、事業再編に

係る強化策のフレームワーク自体は維持され

るということのようである。したがって、有

効性が導入当初より限定的なものになるとは

いえ、比較対象取引が存在しない無形資産等

の移転に対する独立企業間価格の算定方法の

法定などは維持されるわけであり、この強化

策の有用性について確認することは有益なこ
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とであると思われる。以下にその内容をみて

みる。 

第１節 事業再編に対する移転価格税制の強

化策の概要 

この移転価格税制の強化策は、事業再編に

おける適正でない対価による無形資産等の

「機能」の国外移転によって所得が国外に流

出することを防止する目的で制度の改正がな

されたものであるが、事業再編に移転価格税

制を適用することに実行可能性を持たせるた

めに、以下のことに留意して改正がなされて

いる。これらについて実際にどのような取扱

いがなされたものか、順を追ってみてみるこ

ととしたい。 

 対象となる「機能」をどのように定義す

るのか。 

 適用対象外となる「機能」について設定

をするのか。 

 適用される独立企業間価格の算定方法

についてどう考えるのか。 

 比較対象取引が存在しない場合の独立

企業間価格の算定方法はどうするのか。 

 独立企業間価格の幅の取扱いはどうす

るのか。 

 事業再編後の所得が移転した「機能」と

見合っていないときはどうするのか。 

１．対象となる「機能」の定義及び適用対象

外の取扱い 

⑴ 対象となる「機能」の定義 

ドイツ企業が行う国際的事業再編において

移転価格税制の対象となる「機能」としては、

当該事業再編において国外関連者に移転され

る有形資産及び無形資産に加えて、リスク、

利益獲得機会並びにその他の便宜供与をも含

む概念的に非常に幅広いものとなっている。

具体的には、業務管理、研究開発、在庫管理、

資材調達、特許権・ノウハウ・製品の加工・

組立・品質管理などの製造用無形資産、コン

サルティング・マーケティング・顧客サービ

ス・顧客リストなどの販売用無形資産などは

「機能」に含まれると考えられる。 

そのうえで、「機能の移転」としては、これ

らひとつひとつが事業再編において個々に国

外関連者に移転されたと認識するのではなく、

機能の移転が行われる場合には、納税者は一

般的に「機能全体（function as a whole）」に

対して総体的に対価を決定するものと考えら

れるとしている。そして、納税者は独立企業

間価格の算定に際し、特定の機能のみを分離

して評価するのではなく当該機能と一体的で

あると認識される範囲を「移転パッケージ

（transfer package）」としてとらえて、一体

的包括的な評価を行うことが要求されている

(1)。 

⑵ 適用除外の取扱い 

機能が移転される場合であっても、当該機

能が重要でないものであるときには、この制

度の適用が除外されることとなる(2)。具体的

には、移転パッケージに対しその機能が重要

であるということは、その機能に対する無形

資産及び潜在的利益の必要性を考慮に入れる

という質的判断に加え、量的に重要でない無

形資産及び潜在的利益を区分するための量的

基準として、それらの価格が移転パッケージ

の総額の５％以下のものについては除くとい

うことにされた(3)。 

２．独立企業間価格の算定方法の取扱いと比

較対象取引の存否等 

ドイツでは事業再編に係る「機能」の国外

移転については、独立企業間において同様の

取引が存在していないことがあることを十分

に意識した上で、比較対象取引が存在してい

ない場合においても独立企業間価格を法令に

従い的確に算定できるように、2008 年の強化

策のなかで、独立企業間価格の算定方法の適

用等に関して新たなる概念を導入することや

適用の手順等について明確化を図ることなど

いくつかの工夫が行われている。 
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⑴ 「賢明な企業経営者原則」の国際取引課

税法への規定(4) 

ドイツの裁判所は、これまで株主と企業と

の間の国内取引に係る訴訟において実証的な

証拠が存在しない場合等の判断根拠として、

「賢明な企業経営者原則（Prudent Business 

Manager Principle）」を発展させてきた。こ

の賢明な企業経営者原則に基づく判断が、独

立企業原則と異なるものとなるのかについて

は、ドイツにおいて長い間議論がなされてい

たようである(5)。 

2008 年の移転価格税制の強化策の一環と

して、ドイツは移転価格税制を規定する国際

取引課税法１条１項に、この賢明な企業経営

者原則の独立企業原則の適用について、次の

ように規定した。 

（国際取引課税法１条１項２文） 

「独立企業原則の適用に関して、相互に独立

した第三者がすべての取引の重要な状況を知

っており、賢明な企業経営者原則に基づいて

取引が行われていることを原則とする。」(6) 

したがって、今後ドイツでは独立企業が十

分な情報のもと賢明な企業経営者原則に基づ

いて取引を行っていることを前提として、独

立企業間価格の算定が行われるわけであり、

これにより独立企業間において比較対象取引

が存在しない場合においても、この賢明な企

業経営者原則に基づいて判断することで、独

立企業間価格を算定することが可能になるわ

けである。一般に移転価格税制では合理的な

価格を決定するために、独立企業間原則に基

づく実証的証拠が要求されるわけであるが、

この改正によりドイツでは「論理的思考

（logic thinking）」を通じて価格を導き出す

ことを法律上で認めたことになる。 

この賢明な企業経営者原則に基づく独立企

業間価格の算定について、ドイツ政府は、国

際的な独立企業間原則と矛盾しないものとし

ているようであるが、しかし、大手の税務会

計事務所からは、すべての事実及び状況を把

握しているという前提が現実と乖離しており、

独立企業間原則と賢明な企業経営者原則は別

のものであり相違が存在するとの見解が示さ

れている(7)。 

⑵ 「仮想的独立企業間テスト」の導入 

独立企業間において比較対象取引が存在し

ない場合に賢明な企業経営者原則を用いて独

立企業間価格を算定する方法として、国際取

引課税法１条３項５文に「仮想的独立企業間

テスト（Hypothetical Arm's-Length Test）」

が規定された。 

仮想的独立企業間テストは、独立企業のデ

ータが利用不能である、つまり比較対象取引

が存在しない場合にのみ利用が可能な方法で

あり、企業再編の「機能」の移転に係る独立

企業間価格の決定のためのコアとなる算定方

法であると考えられる。 

その方法としては、納税者は、機能分析及

び企業内部の計画に基づき、２人の賢明な企

業経営者が潜在的に合意するとした価格の幅

（range of potential agreement；以下「潜在

的合意レンジ」という。）を、売手の仮想的最

低売却価格を下限として、買手の仮想的最高

購入価格を上限として、それぞれ算定するこ

とで決定しなければならない(8)というもので

ある。 

したがって、仮想的独立企業間テストでは

必ず「幅」が存在することになるが、この場

合の独立企業間価格の決定については、この

潜在的合意レンジの中央値（メジアン）を算

出することで、これ以外に納税者が妥当であ

ると証明できる価格がなければ、これが独立

企業間価格となる(9)。 

このとき、納税者は売手の仮想的最低売却

価格と買手の仮想的最高購入価格の算定につ

いて、機能かつリスクに見合った割引率を考

慮したキャッシュフロー計算により現在価値

評価を行い、移転パッケージに対して潜在的

合意レンジを決定しなければならない(10)こ

ととされている。 
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このように、ドイツ政府は、これまでの訴

訟で形成されたドイツ特有の「賢明な企業経

営者原則」を移転価格税制の法規定に取り込

むことにより、事業再編などで比較対象取引

が存在しない場合でも理論的に独立企業間価

格を算定できる根拠を法律に明文的に与えた

上で、その場合の算出方法についても「仮想

的独立企業間テスト」として法律上に明記す

ることで、法令上的確に事業再編について移

転価格税制を適用できるようにしたというわ

けである。 

⑶ 独立企業間価格の算定方法の適用の手順 

上記の仮想的独立企業間テストが導入され

たことで、ドイツでは独立企業間価格の算定

方法の適用の手順について、以下の３段階の

プロセスに基づくことが規定された。 

なお、独立企業間価格の決定方法として、

2008 年の改正でドイツでは初めて法律上に

独立価格比準法、再販価格基準法及び原価基

準法の各方法が明記された。 

〔第１段階〕 

十 分 に 比 較 可 能 な デ ー タ （ fully 

comparable）が利用可能であるか、あるいは、

比較可能性について差異の調整がなされるこ

とで十分にデータが利用可能になるのであれ

ば、独立価格比準法、再販価格基準法又は原

価基準法により、独立企業間価格は優先的に

決定される。なお、比較可能なデータが多く

存在する場合には、これら実存する比較対象

取引から独立企業間レンジ（arm's length 

range）を形成することになる(11)。 

〔第２段階〕 

限定的な比較可能なデータ（ limited 

comparable）が利用可能である場合には、納

税者は十分な調整を行った後に適当な算定方

法を利用しなければならない(12)。このような

ケースでは、独立企業間レンジの範囲は第１

段階のものより狭いものにならなければなら

ない(13)。例えば、四分位範囲の概念を適用す

ることで独立企業間レンジは狭められること

になる。もし、実際の取引価格が狭められた

独立企業間レンジを外れるのであれば、独立

企業間レンジの中央値をもって独立企業間価

格を決定しなければならない(14)。 

〔第３段階〕 

限定的な比較可能なデータをも利用可能で

ない場合、つまり独立企業間に比較対象取引

が存在しない場合には、納税者は賢明な企業

経営者原則に基づいて前述した「仮想的独立

企業間テスト」により、独立企業間価格を算

定しなければならない(15)。 

ドイツでは、比較対象取引が存在しない場

合の独立企業間価格の算定方法を新たに規定

したことにより、上記のように比較可能なデ

ータの比較可能性の程度によって、３段階の

プロセスが置かれることとされた。十分に比

較可能性がある比較対象取引が存在するので

あれば、基本３法が優先適用されることにな

る。また、比較可能なデータが多く存在する

場合には独立企業間レンジが形成されること

が明記され、幅の概念が法律上で規定された。

なお、これから実際の取引価格が外れた場合

には、その中央値を独立企業間価格にするこ

とが規定された。 

３．事業再編後の所得と移転機能との釣り合

い － 所得相応性基準の導入 

賢明な企業経営者原則に基づく仮想的独立

企業間テストによる独立企業間価格の算定は、

あくまで「論理的思考」のよる独立企業間価

格の算定方法であり、論理的思考のための基

本的仮定から実際の状況が逸脱したと認めら

れる場合の取扱いについて、ドイツ政府は、

移転された無形資産等からの事後的な実際の

収益と当初において仮想的な独立企業間価格

の算定の基礎とした収益との間に「著しい乖

離」が認められる場合には、当初の独立企業

間価格の修正として、適正な調整金額の課税

を行うこととし、以下のような規定を設けた。 

（国際取引課税法１条１項 11 文） 
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「（仮想的独立企業間テストにより独立企業

間価格を算定する場合において、）重要な無形

資産及び潜在的利益が取引の対象で、事業再

編後における実際の収益が移転価格の算定の

基礎になった収益から著しく乖離する場合に、

取引契約の締結時点に価格決定に関して不確

実性が存在し、独立した第三者であれば価格

調整の規定を盛り込むであろうと推定する。

なお、このことに反論は可能である。」 

（国際取引課税法１条１項 12 文） 

「（取引契約の締結時点に）価格調整の規定が

設けられていなく、契約締結後 10 年以内に

第 11 文における著しい乖離が生じた場合、

当初の移転価格に対する適正な金額調整がそ

の乖離が生じた事業年度の翌事業年度におい

てなされなければならない。」 

これにより、納税者が、事業再編に当たり

仮想的独立企業間テストの適用に際して、独

立企業間価格の算定の基礎とした収益を低く

見積ることによって、ドイツへの移転価格課

税額を意図的に少なくしたとしても、その後

10 年以内に、実際の収益との間に「著しい乖

離」が認められたのであれば、適正な金額調

整をしなければならないことになる。 

これは、米国が 1986 年に導入した「所得

相応性基準（Commensurate With Income 

Standard）」を、ドイツが事業再編へ適正に

移転価格税制を適用するために導入したとい

うことになる。 

米国の所得相応性基準については、これま

で EU 諸国は「後知恵（hindsight）」として

認めてきておらず、OECD 移転価格ガイドラ

インでも受け入れられていないものとなって

いる。ドイツはこの所得相応性基準の導入に

関し、おそらく国際的な独立企業原則との整

合性を意識して、上記の国際取引課税法１条

１項 11 文に「独立した第三者であれば価格

調整の規定を盛り込むであろうと推定する。

なお、このことに反論は可能である」と規定

したのではないかと考える。 

前章でも指摘をしたが、事後的な利益状況

による当初の独立企業間価格の修正を行う要

件として、独立企業間においても同様の事後

的な見直しや修正がなされるており、これに

ついて個別にそのような事実の把握がなされ

なければならないということを置くのであれ

ば、実際のところ所得相応性基準は機能しな

くなってしまうので、ドイツでは上記の国際

取引課税法１条１項 11 文を規定することで、

反論は可能であるとしつつも、法律上で独立

企業間でそのようなことがあり得ることを推

定することで、国際的な独立企業原則との整

合性を取ろうとしたのではないかと考える。 

なお、国際取引課税法１条１項 12 文の「著

しい乖離」については、機能移転に関する政

令３条１項において「実際の収益に基づいた

適切な取引価格が、当初の潜在的合意レンジ

から外れる場合には著しい乖離が存在する」

と１つめのケースが規定されており、加えて、

「新たな潜在的合意レンジは、移転元企業の

当初の仮想的最低売却価格と移転先企業の新

たに計算された仮想的最高購入価格の範囲と

なる」とし、「この新たな仮想的最高購入価格

が移転元企業の当初の仮想的最低売却価格を

下回ってしまう場合も著しい乖離が存在す

る」と２つめのケースが規定されている。 

第２節 ドイツにおける文書化に係る強化策 

ドイツでの文書化は、2001 年 10 月 17 日

付のミュンヘン財政裁判所で、当時のドイツ

税法の規定に移転価格に関する特別の記録文

書の作成義務は存在していないとの司法判断

がなされたことを受けて、2003 年４月に租税

基本法（Abgabenordnung：AO）90 条３項

において文書化の義務規定が導入された。そ

の後、文書化の取扱いについて 2003 年 10 月

に「租税基本法 90 条３項の文書化の種類・

内容・範囲に関する政令」（以下「文書化内容

政令」という。）が連邦参議院で可決され、６

月に遡及して施行された。加えて、2005 年４

月には「国外関連者との取引に係る調査等の
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行政原則に関する通達」（以下「国外関連者取

引通達」という。）が発遣され、文書化の取扱

いについて明確化が図られた。 

ドイツでは、事業再編に対する移転価格税

制の強化策の一環として、文書化についての

改正もなされており、以下に、ドイツにおけ

る文書化の概要及び 2008 年になされた改正

の内容についてみてみる(16)。 

１．ドイツにおける文書化の概要 

租税基本法 90 条３項で、国外関連者との

取引についてその種類・内容に関し記録文書

を作成しなければならない(17)と「文書化」が

規 定 さ れ 、 そ の う ち 「 例 外 的 取 引

（extraordinary transactions）」については

速やかに
．．．．

文書化をしなければならないとして、

これについては「同時文書化」を義務付ける

ものとなっている。具体的には、文書化内容

政令３条において、以下の取引に関し、事業

年度終了後６ヶ月以内に記録文書を作成義務

することが課されている。 
 事業再編時における資産譲渡 

 企業の機能及びリスク負担の重要な変

更 

 移転価格の設定に重要な影響を与える

事業戦略の変更に関する取引 

 重要な長期契約の締結及び変更 

課税当局は、税務調査において文書化によ

る文書の提出を要求することができ、その提

出期限は、課税当局の情報提出要請があって

から 60 日以内である。正当な理由がある場

合には、この提出期限は延長されることがあ

る。 

○ 文書化が必要な文書等の範囲 

文書化が必要な文書等の範囲については、

文書化内容政令４条において、以下の文書に

ついて文書化が必要であるとしている。 

① 出資関係・事業内容・組織構成に関す

る一般的情報 

② 国外関連者との取引内容に関する情報 

事業の種類及びその内容（商品購入、役

務提供、資金融資、使用権の譲渡、コスト

シェアリング等）、基本契約の内容・事業に

関連する重要な無形資産のリスト等 

③ 機能及びリスク分析 

関連者間の機能及び予想されるリスク

の内容、無形資産や契約条項に係る分析、

重要な市場状況及び競合状況の分析等 

④ 移転価格分析 

適用した移転価格算定方法、当該方法の

選定理由、計算根拠及び計算結果の記録、

比較対象情報、差異の調整の記録等 

上記に加えて、文書化内容政令５条におい

て、「特別な場合」に必要となる文書として以

下のものを要求している。 

 事業戦略（マーケット戦略、販売ルート

の変更、経営戦略）を変更する場合 

移転価格の設定への影響、メリット・

デメリット等 

 コストシェアリングを用いる場合 

契約書、添付書類、追加的な取決め、

費用分担比率に係る資料、各関連者の期

待される便益等 

 移転価格の協議に関する場合 

移転価格の調整に関する文書、外国の

課税当局との合意文書、外国との調停や

相互協議に係る文書 

 移転価格に修正がなされた場合 

移転価格の修正に係る記録（外国の課

税当局の調査や事前協議による修正を

含む） 

 ３年連続して関連者取引に関して赤字

を計上した場合 

損失計上の理由、損失状況を解消する

ために考えられる手段 

○ 企業規模による軽減措置(18) 

有形資産の関連者間取引額については 500

万ユーロ未満又はその他の取引額については

50 万ユーロ未満の小規模企業については、文

書化及び同時文書化の義務は免除される。し

かし、課税当局の情報提出要請があった場合
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には、60 日以内に利用可能なすべての文書を

提出しなければならない。なお、合理的な理

由があれば情報提出期限の延長が認められる

こともある。 

○ 文書化義務不履行の場合の効果(19) 

納税者が租税基本法 90 条３項による文書

化義務を履行しない場合には、以下のような

納税者に不利益な効果が発生することとなる。 

 納税者への立証責任の転換 

 課税当局の事実調査に係る義務の縮小 

 損金や費用の否認 

 裁判外での救済策における陳述及び証

拠の否認 

 移転価格における推定課税の発動(20) 

 罰則規定の適用 

○ 罰則規定(21) 

納税者が、課税当局から要求された文書を

提出しない又は提出された文書の大半が使用

できない場合には、所得更正額の５～10%の

罰則金が賦課される。罰則金が 5000 ユーロ

以下であれば、ミニマムペナルティとして

5000 ユーロの罰則金が賦課される。 

文書化による文書の提出が要求後 60 日か

ら遅滞した場合には、超過日数１日当たり

100 ユーロで、最大 100 万ユーロが課される。 

課税当局には、罰則金の金額の多寡に関し

て裁量が認められている。文書化による文書

の提出の不履行について正当な理由がある場

合又は不履行責任が軽微な場合には、罰則金

の賦課は行わないことができる。 

２．2008年の文書化の改正内容 

事業再編に対する移転価格税制の強化策の

一環として、文書化について以下の制度強化

がなされた。 

○ 例外的取引に係る情報提出期限の短縮 

課税当局の情報提出要請があった場合の提

出期限について、これまで課税当局の要求か

ら 60 日以内としていたものを、例外的取引

については 30 日以内に短縮する旨の強化が

行われた。この例外的取引には事業再編が含

まれることから、ドイツの事業再編に対して

は、「同時文書化」＋「30 日以内の情報提出」

という厳しい取扱いがなされることとされた。 

○ 「研究開発活動」に対する文書化(22) 

研究開発活動に関する機能及びリスクの変

更の際には、納税者は以下の文書を提出しな

ければならないこととされた。 

 直近3年以内の関連研究プロジェクト及

び研究開発活動に係る文書 

 研究開発活動の実際のテーマ及び費用

に関する情報 

第３節 ドイツでの事業再編への移転価格課

税に係る取組みへの考察 

上記のドイツの事業再編に対する移転価格

税制や文書化の強化策については、これが国

内法での対応策であることから当然のことな

がら、納税者がこの法令に基づき現実に独立

企業間価格の算定を行うことができるかどう

かということが最も重要であり、そのことを

意識して立案されたものであると思われる。

いわばフィージビリティが前面に押し出され

た結果としての工夫がなされたことで、この

ような制度構築がなされたものであると考え

る。 

一般的に認識されていることではあるが、

高利益の源泉となる重要かつユニークな無形

資産については、その性質から独立企業間に

おいて比較対象取引が存在しないのが通常で

ある。この場合の独立企業間価格の算定は利

益分割法を用いることが考えられるが、一括

移転のようなそれが有効でない取引について

は独立企業間価格の算定が困難になることが

想定される。事業再編に係る取引、例えば、

重要な知的財産の移転とか本格的販売会社か

らリスク限定的販売会社等への転換等につい

ては、そのような理由から、これまでの移転

価格税制の取扱いでは独立企業間価格の算定

が困難であると思われる。 

ドイツがこのような独立企業間価格の算定

の困難性への打開策として打ち出したのが、
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法律上にドイツにおける独立企業原則の適用

は「賢明な企業経営者原則」に基づくという

ことを明記することで、比較対象取引が存在

しない場合でも「論理的思考」を通じて独立

企業間価格を導き出せるというロジックを法

律で規定したことである。これにより、重要

かつユニークな無形資産の一括移転等に対し

ても「賢明な企業経営者原則」に基づくこと

で、独立企業原則に沿った独立企業間価格の

算定が法令上可能になったわけである。 

しかし、このロジックだけでは納税者や課

税当局が具体的に独立企業間価格を算定する

ことがまだ可能ではないことから、「仮想的独

立企業間テスト」及びその適用順位を法定す

ることで初めてフィージビリティの確保がな

されたというわけである。 

このような理論構成及び新たなる算定方法

の導入により、ドイツでは事業再編に係る「機

能」の国外移転について独立企業間価格の算

定を国内制度上可能にしたわけではあるが、

実際の執行可能性に関して以下のような疑問

を感じるところではある。 

 事業再編に係る「機能」の定義が非常に

幅広いものであることから、納税者の理

解と課税当局の解釈とのずれが生じる

と思われ、一体的に評価を行うための

「移転パッケージ」にどこまでの資産や

リスク等が含まれるのかについても、

個々の企業や課税当局の調査官で判断

の分かれるところであると考える。ドイ

ツでは執行を担当する州財務省(23)があ

り、この「機能」の国外移転について連

邦として統一的な解釈の下での執行が

可能であるのか。また、「機能」の国外

移転についてどのように的確に把握す

ることができるのか(24)。 

 賢明な企業経営者原則は観念的には十

分にあり得るものと思われるが、実務的

に「２人の賢明な企業経営者が潜在的に

合意するとした価格の幅を、売手の仮想

的最低売却価格と買手の仮想的最高購

入価格から算定する」ということが、納

税者と税務当局で具体的な数値として

軽々に一致するものではないものと思

われる。 

このため、国際取引課税法１条３項８

文には、「納税者により算出された潜在

的合意レンジが適切でないため、（課税

当局が）他の潜在的合意レンジを算出し

なければならない場合、納税者によって

算出された当初の独立企業間価格が当

該他の潜在的合意レンジの中に収まる

ときには、（課税当局は）所得金額の調

整を放棄することができる」との規定が

おかれているものと思われるが、納税者

には独立企業間価格の算定の基礎とし

た収益を低く見積もりたいとの誘因が

働く一方で、課税当局の調査官は高く見

積もる傾向があると思われることから、

執行上このような調整規定が、特に制度

の導入当初においては、うまく機能する

かどうかについて疑問を感じるところ

である。 

 ドイツの所得相応性基準については、そ

の適用期間について 10 年とされている

が、これについては、企業にとって 10

年もの将来予測は可能とは思えないこ

と、一般に重要かつユニークな無形資産

の価値も 10 年以上その優位性を維持で

きる可能性は低いこと、また、ドイツ文

書化の義務期間が 10 年でありこれに整

合的なものであるとは言え、米国の同期

間が５年であることから判断しても企

業にとって過重な負担を強いているの

ではないかと思われる。 

 「著しい乖離」が存在する場合の判断に

ついては、「実際の収益に基づいた適切

な取引価格が、当初の潜在的合意レンジ

から外れる場合には著しい乖離が存在

する」と規定されているが、仮想的独立
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企業間価格は潜在的合意レンジの中央

値であることから、当初の潜在的合意レ

ンジの幅が狭ければかなりその取扱い

はかなり厳しいものになり、逆に、当初

の潜在的合意レンジの幅を意図的に広

くすることで、所得相応性基準の適用を

免れようとすることも可能であること

から、今後の執行状況によって改善が必

要になるのではないかと考える。 

上記のような疑問を感じるところではある

ものの、ドイツが独立企業間価格の算定にお

いて比較対象取引が存在しない場合における

算定方法を法律上に規定したことは、現状の

移転価格税制の直面する解決困難な重要課題

に対して、ドイツとしてのひとつの回答を提

示したものであると考える。 

この強化策は、ドイツ国内で判例法理的に

発展してきた「賢明な企業経営者原則」に依

存しているものであり、この「賢明な企業経

営者原則」と国際的な独立企業原則とに整合

性が認められるかについては、今後、OECD

や他の EU 諸国等から何らかの見解が示され

るのではないかと考えるが、前章で取り扱っ

た事業再編に係る OECD のディスカッショ

ン・ドラフトは、ドイツの事業再編に対する

移転価格税制の強化策の施行後である 2008

年９月に公表されたものではあるが、その内

容において「賢明な企業経営者原則」や「所

得相応性基準の導入」についての記述はなく、

また、ドイツの強化策に対する評価もなされ

てはいない。 

OECD のディスカッション・ドラフトは、

移転価格税制の将来的な可能性についての検

討を見送った内容となっており、前章末に示

したいくつかの根本的な課題を残したものと

なっている。このドイツの事業再編に対する

移転価格税制の強化策は、OECD のディスカ

ッション・ドラフトの残された課題への一定

の回答としてみることができるものであると

考えるところであり、わが国の移転価格税制

における事業再編への対応策を検討するにも

有用なものであると考える。 

次章においては、OECD のディスカッショ

ン・ドラフト及びドイツの事業再編に対する

移転価格税制の強化策を踏まえて、わが国の

移転価格税制における事業再編への対応策に

ついて検討を行うこととしたい。 

第４章 わが国の移転価格税制における事業

再編への対応策 

第２章での OECD のディスカッション・

ドラフト及び前章でのドイツの事業再編に対

する移転価格税制の強化策を踏まえて、わが

国の移転価格税制において事業再編に対し適

正な課税を的確に行うためには、以下のよう

ないくつかの制度的又は執行的な検討が必要

ではないかと考える。 

 事業再編に係る的確な情報把握のため

の対応策－制度的な文書化の導入等 

 わが国の移転価格税制における事業再

編に係る「機能」の取扱いの検討 

 比較対象取引が存在しない場合の独立

企業間価格の算定に係る検討 

 事後的な所得状況に基づいた独立企業

間価格の修正の可否－所得相応性基準

の導入 

第１節 事業再編に係る的確な事実把握のた

めの対応策(25) 

１．文書化の制度的な導入 

OECD のディスカッション・ドラフトにお

いては、課税当局が事業再編に関し移転価格

課税を的確に行うためには、まずは文書化が

必要であるとしており、事業再編における関

連当事者間のリスク配分等を的確に把握でき

なければ、適正な独立企業間価格の算定は困

難であることから、文書化について納税者に

一定の負担をかけることに合理性が認められ

るとしている(26)。文書化は、既に世界 20 ヶ

国以上において法令レベルで導入されており
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(27)、2002 年にはわが国が加盟していた PATA

ドキュメンテーション・パッケージで作成す

べき文書の具体例が示されたところである。 

⑴ 国際的文書化モデル 

国際的文書化モデルとしては、①OECD 移

転価格ガイドライン「第５章 文書化」、②「移

転価格に関する文書化に係るPATAドキュメ

ンテーション・パッケージ」、③欧州移転価格

（EU TP）の共通行動規範としての「EU マ

スターファイル・アプローチ」の３つがあげ

られる(28)。 

このうち、①については、「移転価格算定に

関する効果的な税務調査のために有用な情

報」についてその共通的な文書項目を例示列

挙したもので、これについて「遵法的行動と

して要請される最低線とみなされるべきでは

ない」ことが強調されており、文書化の内容

として基本的事項が掲げられたものとみるべ

きである。 

②については、2003 年３月に米、加、日、

豪からなる環太平洋税務長官会議（PATA：

Pacific Association of Tax Administration）
(29)から公表されたもので、PATA ドキュメン

テーション・パッケージは上記の OECD 移

転価格ガイドライン「第５章 文書化」と整合

的なものであるとされ、これら移転価格制度

の執行に関して経験が豊富な４カ国が、各国

の文書化要件を満たすよう文書化に必要な書

類等を公倍数的にリスト化したものであり、

内容的には十分なものではあるが、実務上過

重な事務負担を課すものとなっている。 

③については、EU が 2006 年６月に EU

共同移転価格フォーラム（EUJTPF：EU 

Joint Transfer Pricing Forum）から提案し

たもので、文書化をマスター文書の９項目（共

通部分）と国別の文書の６項目（個別部分）

の２区分に分類して、文書化すべき文書項目

について比較的抽象的に例示列挙がなされた

もので、EU 域内での適用を強く意識したも

のとなっている。 

これらの国際的文書化モデルは、わが国へ

の文書化の制度的導入に関して参考となるも

のと考えるが、文書化は必ず相手国が存在す

るものであり、国際的な調和を意識する必要

があることから、この観点からは EU マスタ

ーファイル・アプローチが参考になると考え

られ、具体的な文書項目の検討については事

務負担を考慮する必要があるが、このなかで

は PATA ドキュメンテーション・パッケージ

が参考になるものと考える。 

⑵ わが国の文書化の現状 

わが国においては、これまで、明確な文書

化といえる法令上の規定は存在していなかっ

たが、納税者は租税特別措置法施行規則 22

条の 10 を根拠とした別表 17⑷「国外関連者

に関する明細書」を申告書と共に提出し、事

務運営指針２－４（調査時に検査を行う書類

等）を参考に移転調査時に調査される書類等

の準備を行っていたという状況であった。 

平成 22 年の税制改正において、改正後の

租税特別措置法 66 条の４第６項の推定課税

の規定において提出又は提示が求められてい

る書類について、「独立企業間価格を算定する

ために必要と認められる書類として財務省令

で定めるもの」との規定がなされ、これを受

けて租税特別措置法施行規則 22条の 10が改

正されて「財務省令で定める書類」が列挙さ

れた(30)。これにより、わが国においても法令

レベルでの文書化の導入が行われたというこ

とになるものと思われる。 

この推定課税等の発動要件として作成が要

求される書類は、これまでの事務運営指針２

－４（調査時に検査を行う書類等）で納税者

が作成してきた書類とほぼ同様のものではあ

るが、納税者が任意で作成をしてきたものが

法令上要求される書類となったことに一定の

評価がなされるところである。しかし、この

文書化の導入が推定課税等の発動要件の明確

化に留まるものであるならば、それは文書化

として十分なものとは言えないものと考える。 
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文書化による書類の作成期限についても法

令上で明確化が図られるべきである。作成期

限を原則申告と同時とした米国又は例外的取

引について事業年度終了後６ヶ月以内とした

ドイツのような同時
．．

文書化とまでは言わない

が、調査時の提出要請に係る「提出期限」を

明確に法定しなければ、わが国において制度

的な文書化の導入が十分に図られたとまでは

いえないのではないかと考える。現状の制度

では具体的な提出期限が置かれておらず「遅

滞なく」とされているだけであるので、米国

やドイツのように 30日又は 60日というよう

な明確な期限をおく必要があるものと考える。

できることなら、ドイツのように事業再編に

係る文書化については、単なる文書化ではな

く、同時文書化にすることが望ましいものと

考える。 
また、わが国では難しいところであるが、

各国では文書化の不履行に対して前述のドイ

ツのように行政罰を置いている国もあり、こ

の点についても今後議論がなされることに期

待したい。 

⑶ 事業再編に係る文書化において入手・保

存すべき文書 

事業再編に係る文書化おいて入手・保存す

べき文書を考えるに重要なポイントは、まず

は、事業再編で国外に移転された「機能」に

係る情報を的確に把握できるようにすること

である。企業自身に事業再編で国外に移転さ

せた「機能」が何であるかを特定してもらっ

た上で、その種類・内容、移転の実態、移転

時における評価額並びにその算定根拠、独立

企業間価格の算定方法並びにその計算過程等

を明らかにしてもらうことが重要である。 

文書化の制度的導入がなされていなければ、

事業再編で国外に移転させた「機能」の特定

自体がおそらく移転価格調査において大きな

問題となり、事業再編に対して適切に移転価

格課税を行うための障害になりかねないもの

と思われる。文書化の制度的導入の目的には、

このような納税者から「宣言効果」を得るこ

とがあげられるわけであり、特に、同時文書

化においてこの効果は大きいものと思われる。

このような効果の存在は、文書化の制度的導

入に関して大きな意義を与えるものであると

考える。 

上記のことを踏まえて、PATA ドキュメン

テーション・パッケージを参考に、事業再編

に係る文書化おいて入手・保存すべき文書に

ついて、特に移転される「機能」が重要かつ

ユニークな無形資産である場合には、所得相

応性基準の適用も視野に入れて、次のような

文書が必要になるものと考える。 

○ 事業再編の概要及び「機能」の特定に関

する文書 

 事業再編による組織変更の概要・目的・

国外関連者ごとの効果 

 事業再編の対象となる国外関連者の内

容 

 事業再編に係る取決め及び契約書等 

 事業再編で国外に移転される「機能」の

種類、内容（取引形態、使用方法、耐用

年数、使用年数、使用場所、「機能」が

複数の資産で構成される場合にはその

構成等）及び法律上の保護の有無等 

 「機能」の移転の内容、当該移転の対価

の額及び当該契約書の写し 

 「機能」の移転に係る実態（業務管理、

在庫管理、人的配置等の変化の有無） 

〔以下「機能」が無形資産である場合を想定〕 

○ 事業再編自体への移転価格税制の適用に

関して要求される文書 

 当該無形資産の移転の対価の額及びそ

れが独立企業間価格であるという根拠

等 

 当該無形資産の移転時点における評価

額及びその評価方法 

 当該無形資産から生じる予測便益並び

にリスク及びその再配置状況 

 調整的支払（予測便益と実際便益の差異
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を調整するための支払等）に関する文書 

○ 事業再編後の取引への移転価格税制の適

用に関して要求される文書 

 当該使用許諾に係る契約の内容、ロイヤ

ルティ料率及び当該契約書の写し 

 当該使用許諾に係るロイヤルティ料率

等が独立企業間価格であるという根拠

等 

○ 所得相応性基準の適用のために必要な文

書 

 当該無形資産の移転の対価の額を各事

業年度に割り振った金額及びその計算

根拠等 

 各事業年度における当該無形資産によ

って稼得された所得金額と当該無形資

産の移転の対価の額を各事業年度に割

振った金額とが相応していることを検

証した書類 

 所得相応性基準を満していなかった場

合の定期的調整の検討資料等 

☆ 国外関連者における当該無形資産の使

用実態・所得獲得スキーム等（製造利用、

販売利用、コスト削減効果等） 

☆ 各事業年度における当該無形資産によ

って稼得された所得金額等（当該無形資

産が関わった総所得金額及び当該無形

資産に帰属する所得金額） 

☆ 事業再編時において独立企業間価格の

決定の際に考慮された要因等に重要な

変化が生じた場合又は特異な発生事項

が生じた場合には、その内容及び調整資

料等 

（注）上記の所得相応性基準の適用のため

に必要な文書のうち、星印をつけた３項

目については国外関連者から無形資産

の移転後において継続的に入手する必

要があり、これらについては当該無形資

産の移転等に係る国外関連者との契約

のなかに織り込むこと等で入手可能に

しておくことが必要であるものと考え

る。 

事業再編に対して移転価格税制が適正に適

用されるためには、租税特別措置法施行規則

22 条の 10 に列挙された「国外関連取引の内

容を記載した書類」及び「独立企業間価格を

算定するための書類」の事業再編の場合にお

ける作成が必要と思われる書類として、上記

書類を通達上で例示列挙することも有益では

ないかと考えるところである。 

２．シークレット・コンパラブルに係る対応

策 

事業再編の場合においては、もともと比較

対象取引の把握が極めて困難であるという事

情はあるが、事業再編後の取引に係る比較対

象取引の選定などでシークレット・コンパラ

ブル(31)を用いることは想定され、アドビ事案

ではまさにこのことが争点とされたところで

ある。 

課税当局がシークレット・コンパラブルを

用いることについては、国際的にも意見が分

かれるところであるが、わが国の法制の下で

は措置法第 66 条の４第８項により得た第三

者情報に基づいて課税処分を行うことは、適

正公平な課税の実現の観点から認められると

ころである。 

しかし、シークレット・コンパラブルには、

①納税者がシークレット・コンパラブルを用

いて当初申告をすることは不可能であり申告

納税制度の原理に反する、②納税者の課税処

分の根拠となる事実及び仮定について知る権

利を侵害し納税者の予測可能性を阻害してい

るとの批判があることは事実である。 

これらについての対応策としては、次のよ

うな制度的対応をとってはどうかと考える。 

①については、法人が独立企業間価格の算

定に関して文書化を適正に行っており、それ

に基づいて納税者の当初申告がなされている

ことを要件に、シークレット・コンパラブル

を用いての課税処分については、国税通則法
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65 条４項にいう「正当な理由」があると判断

し、過少申告加算税の賦課を免除する(32)とい

うことにしてはどうかと考える(33)。 

②については、特許法において導入されて

いる裁判官だけに証拠陳述をすることができ

る「公開停止に係るインカメラ審理手続」を

国税通則法に導入することで、企業の営業上

の秘密を裁判官以外の第三者に知られること

なく、シークレット・コンパラブルを用いた

課税処分の妥当性を司法が判断できるように

することにしてはどうかと考える。これは、

納税者の知る権利を直接的に回復するという

ものではないが、課税処分の妥当性に関し裁

判官がすべての事実に基づいて判断すること

を可能にすることで、実質的に納税者の権利

を保護しようとするものである。 

第２節 わが国の移転価格税制における事業

再編に係る「機能」の取扱いの検討 

１．わが国の移転価格税制の法令上で事業再

編に関し「機能」を定義することの要否 

ドイツにおいて、移転価格税制の対象とな

る「機能」は、事業再編において国外関連者

に移転される有形資産及び無形資産に加えて、

リスク、利益獲得機会並びにその他の便宜供

与をも含む概念的に非常に幅広いものと定義

されている。OECD のディスカッション・ド

ラフトでは、「機能」には、潜在的損益を伴う

機能、資産又はリスクという概念が当てられ

ている。 

わが国の移転価格税制は、国外関連者間に

おいて「資産の販売、資産の購入、役務の提

供その他の取引」を行った場合に、その取引

の対価と独立企業間価格との対比により課税

の要否を判断する制度となっており(34)、取引

とは「営利のためになす経済行為」である(35)

ことから、事業再編において経済的価値が認

められる「機能」を国外移転することは、上

記の「その他の取引」に含まれるものと解す

ることができるものと考える。 

したがって、わが国の移転価格税制の法令

上で事業再編に関し改めて「機能」を定義す

る必要はないものと考える(36)。 

２．事業再編に係る「機能」への事務運営指

針通達の適用の検討 

事務運営指針２－11（調査において検討す

べき無形資産）には、 

「調査において無形資産が法人又は国外関連

者の所得にどの程度寄与しているかを検討す

るに当たっては、例えば、次に掲げる重要な

価値を有し所得の源泉となるものを総合的に

勘案することに留意する。 

イ 技術革新を要因として形成される特許

権、営業秘密等 

ロ 従業員等が経営、営業、生産、研究開

発、販売促進等の企業活動における経験

等を通じて形成したノウハウ等 

ハ 生産工程、交渉手順及び開発、販売、

資金調達等に係る取引網等」 

と規定されていることから、事業再編によ

り国外移転される「機能」のうち無形資産及

びリスクについては、現状の通達において、

既に移転価格調査の検討すべき対象となって

いるものと考える。 

この通達では、当該無形資産等が所得の源

泉になるもの、つまり経済価値を生むもので

あれば検討対象にするとしているわけであり、

その適用範囲はかなり広いものと思われ、事

業再編で国外移転される無形資産やリスクの

ほとんどをカバーするものと考える。 

また、この通達は「これら所得の源泉とな

るものを総合的に勘案する」としており、ド

イツと同様に個々の無形資産等を個別に評価

するのではなく、事業再編に関し一体的とな

っている無形資産やリスクについて総体的な

価値を判断することを要求しているものとな

っており、事業再編に関する運用が現状にお

いて可能なものであると考える。 

このようにわが国の現状での通達における

「調査において検討すべき無形資産」には、

事業再編に係る「機能」が含まれているもの
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と考えるが、今後において事業再編に係る移

転価格税制の取扱いについて明確化を図る通

達等の整備がなされることを期待したいとこ

ろである。 

第３節 比較対象取引が存在しない場合の独

立企業間価格の算定に係る検討 

前章までの検討のなかで、事業再編に対し

て移転価格税制を適用する際の最も困難な問

題は、事業再編の特殊性から独立企業間に比

較対象取引が存在しないことである(37)。 

これに対し、OECD のディスカッション・

ドラフトは実務上有効な対応を示せてはいな

い。一方、ドイツについては、国内税法を改

正して論理的思考による独立企業間価格の算

定に道を開き、その具体的な算定方法を新た

に法定することで、実際に比較対象取引が存

在しない場合にも独立企業間価格の算定が可

能となるよう制度改正を行った。 

わが国の移転価格税制において、事業再編

に関して比較対象取引が存在しない場合の独

立企業間価格の算定については、OECD のデ

ィスカッション・ドラフトやドイツでの取組

みを参考に以下のように考える。 

１．「契約上の権利の移転」を無形資産の移転

と認定することによる対応 

第２章でみたように、OECD のディスカッ

ション・ドラフトでは、事業再編において関

連者間で「契約上の権利の移転」が行われた

場合について、「契約上の権利は、価値ある無

形資産となる場合がある。価値ある契約上の

権利が関連者間で移転（又は放棄）される場

合、移転された権利の価値を譲渡人及び譲受

人の双方の観点から考慮して、独立企業間報

酬が与えられるべきである」としており、「契

約上の権利の移転」を無形資産の移転と認定

することで、これに独立企業間報酬を与える

ことができるとしている。 

この独立企業間報酬の算定は、一方の国外

関連者が当該契約を終了させることにより失

うこととなったと想定される将来利益の額を

算定することにより、それが独立企業間にお

いて補償されることが認められるのであれば、

これを基に独立企業間価格を算定することが

できるものと考えられる。 

この場合においても、契約終了に伴う喪失

利益の補償が独立企業間でなされるのかとい

うことで独立企業原則の適用がなされるわけ

ではあるが、これについては独立企業であれ

ば補償なしで当該契約上の権利を手放すこと

が実際にあり得るのかを判定すれば足りるも

のと考える。特許権やマーケティングのよう

な無形資産の譲渡に係る独立企業間価格の算

定のためには、実存する（又は想定される）

比較対象取引に係る価格の金額が必要となる、

つまり量的把握が必要となるが、上記の場合

は補償の存否の判定ができればよい（実存し

なくても想定できるのであれば判定できるも

のと思慮する）、つまり質的把握でよいと考え、

金額については実際に失うこととなった将来

利益の額を算定することにより、これから独

立企業間価格を求めることが可能になるもの

と考える。 

このように、事業再編に係る「機能」の国

外移転が「契約上の権利の移転」である場合

には、実存する比較対象取引が存在しない場

合においても独立企業間価格の算定が可能で

はないかと考え、これを「独立価格比準法に

準ずる方法と同等の方法」にすることではど

うかと思慮するところである。 

２．論理的思考による独立企業間価格の算定

の可能性 

わが国の移転価格税制では、独立企業間価

格の算定方法を租税特別措置法 66 条の４第

２項に規定しており、「独立価格比準法・再販

売価格基準法・原価基準法の基本三法（有形

資産を対象）」、「基本三法に準ずる方法その他

政令で定める方法（利益分割法・取引単位営

業利益法）」及び「これらと同等の方法（無形

資産、役務提供、金銭貸借等を対象）」を定め

ている。わが国では、ここに規定された算定
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方法以外には独立企業間価格の算定は認めら

れていない。 

これらのなかで、事業再編で国外移転され

る「機能」が無形資産等である場合で、実存

する比較対象取引が存在しないときに、適用

の可能性がある算定方法としては、「基本三法

に準ずる方法と同等の方法」になるものと考

える(38)。 

実在しない仮想の取引を比較対象取引とし

て、基本三法に準ずる方法又はこれらと同等

の方法を適用することについては、OT 事案

の判決において「仮想の取引を比較対象取引

とする場合、推定的要素が介入することを否

定することはできないが、措置法 66 条の４

第２項の解釈として、国外関連取引と比較可

能な非関連者間の取引が実在しない場合で、

市場価格等の客観的かつ現実的な指標により

国外関連取引と比較可能な取引を想定するこ

とができるときは、そのような仮想取引を比

較対象取引として独立企業間価格の算定を行

うことも、同項一号ニの『準ずる方法』及び

同項二号ロのこれと『同等の方法』として許

容されていると解されるのであるから、推定

値を用いること自体が直ちに違法となるもの

ではない」との判断が示されている。 

ドイツの論理的思考による独立企業間価格

の算定は、賢明な企業経営者が想定する売手

の仮想的最低売却価格と買手の仮想的最高購

入価格の中央値という推定値を用いる算定手

法であり、仮想取引からの推定値を用いるこ

とについては、上記 OT 事案の司法判断に沿

ったものとはなっているようにも思えるが、

ドイツの論理的思考による推定値は、必ずし

も「市場価格等の客観的かつ現実的な指標に

より国外関連取引と比較可能な取引を想定」

しているとは限らず、納税者や課税当局の個

別的な経験や認識等に基づいた主観的かつ場

合によっては非現実的なものである可能性も

あり、このような算定方法は、わが国の移転

価格税制においては、違法性を帯びる可能性

が高いものと考える。 

特に、これは事業再編に際して用いるため

に策定されたものであり、国外移転される「機

能」としての無形資産等について公的市場に

より価格が形成されていることはまずあり得

ず、ドイツの論理的思考による独立企業間価

格の算定を「基本三法に準ずる方法と同等の

方法」であるとすることは極めて困難である

と考える。 

わが国の移転価格税制で、事業再編で国外

移転される「機能」である無形資産等に関し

て独立企業間価格を算定するためには、前述

の「契約上の権利の移転」のケース以外では、

どうにかして比較対象取引を把握するか又は

客観的かつ現実的な手法で比較対象取引を想

定するか、それとも新たな利益分割法の適用

方法を検討するなどの対応を考える必要があ

るのではないかと思慮する。 

第４節 事後的な所得状況による独立企業間

価格の修正の可否－所得相応性基準の導入 

企業等が無形資産等を国外移転させる場合

にその評価については、DCF 法などのインカ

ムアプローチの直接評価方法がその評価方法

として用いられることが一般的である。今回

のドイツでの移転価格制度の強化策では、比

較対象取引が存在しない場合に用いられるこ

ととされた「仮想的独立企業間テスト」にお

いては、機能かつリスクに見合った割引率を

考慮して現在価値評価の計算を行うこととさ

れており、これに基づいて独立企業間価格を

算定することとなる。 

インカムアプローチによる評価は、将来の

「予測収益」を現在価値に割り引いてその価

値を求める評価方法であり、その結果は評価

時点での将来の「予測収益」に大きく依存し

ている。この「予測収益」はあくまで予想で

あるため、その評価者の主観によって大きく

変動するものであり、また、その後の実際の

収益（以下「実現収益」という。）と必ずしも

一致するとは限らないものである。したがっ
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て、「予測収益」に大きく依存しているインカ

ムアプローチに基づいて算定された独立企業

間価格については、「予測収益」が実現収益と

大きく乖離した場合、つまり当初の見込みが

大きく外れていた場合には、その算定根拠に

問題があるとして、当初の独立企業間価格を

修正すべきかどうかという問題が生じる。 

これについて米国は、1980 年代における一

連の移転価格訴訟事案の敗訴(39)を受けて、

1986 年に「所得相応性基準」を導入し、独立

企業間価格の算定を無形資産の移転時点だけ

でなく、その後５年間においてその妥当性を

定期的に確認すべきだ（定期的調整）として、

無形資産からの実際の収益の実態（actual 

profit experience）に基づいた独立企業間価

格の修正を行う制度が導入された。 

一方、これに対して OECD は、納税者が

「取引を開始した時点で知り得た情報又は合

理的に予見し得た情報に基づいて」独立企業

間価格を算定することが独立企業間原則に合

致するものであり、その後の実績値等に基づ

いて更正を行うことは「後知恵」であるとし、

これは独立企業間原則に反する行為であると

して、原則認めない立場をとっている(40)。た

だし、そのような修正が独立企業間の契約等

においても合意されるものである場合には可

能であるとの見解を示している(41)。 

ドイツにおいては、前章でみたとおり 2008

年に「所得相応性基準」の導入に踏み切って

おり、その際に法律上において「事業再編後

における実際の収益が移転価格の算定の基礎

になった収益から著しく乖離する場合に、取

引契約の締結時点に価格決定に関して不確実

性が存在し、独立した第三者であれば価格調

整の規定を盛り込むであろうと推定する」(42)

と規定することで、国際的な独立企業原則と

の整合性を図ることに配意をしたのであると

思われる。 

わが国においても、国際的事業再編に対し

て的確に移転価格税制を適用するのであれば、

米国、ドイツのように「所得相応性基準」を

導入すべきであろうとは考える。しかし、そ

のためには、以下のような課題について検討

を行い、制度的又は執行的な整備を行う必要

がある(43)。 

 同時文書化の法制度としての導入 

 所得相応性基準の対象とする無形資産

等の範囲 

 所得相応性基準に係るセーフハーバー

ルール（Safe Harbor Rule）の導入 

 所得相応性基準の適用期間の策定 

 特異な発生事項の策定 

 罰則規定の検討 

 企業の事務負担の大幅な増加に対する

対応 

 新日米租税条約の交換公文３との調整 

 アジア諸国等からの反発 

 

納税者は当然のことながらその租税負担の

軽減を図ろうとするものであり、上記「予測

収益」について情報不足からではなく意図的

に低く見積もることがないとは言い切れない

ところである。このような課税逃れに対して、

法人税法 132 条（同族会社の行為計算否認）

や同 132 条の２（組織再編成に係る行為計算

否認）を適用することにより否認しようとす

ることは、当該「予測収益」の額が「不当」

に低いことの証明について、納税者の内心の

意図を客観的に推し量ることができない以上、

困難なことであると思慮する。 

したがって、「予測収益」と「実現収益」と

の乖離の状況を根拠として、独立企業間価格

の事後的な修正（定期的調整）を行う制度の

導入は、申告納税を「客観的事実」に基づい

て修正する課税制度という意味において、適

正かつ公平な課税の実現という観点から望ま

しいものと考える。 

わが国に「所得相応性基準」を導入するこ

とは、OECD 移転価格ガイドラインと不整合

な取扱いとなる可能性が高く、また、納税者
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に新たなる負担を課すことになることからも

容易なことではないものと考えるが、適正な

対価を収受することなく国外に無形資産等が

移転されている実情にドイツが耐え切れずそ

の導入に踏み切ったことを考慮すると、わが

国のおかれている状況からも、手遅れになる

前の的確な対応が望まれるところである。 

第５章 これからの移転価格税制の方向性に

関する考察 

１．事業再編に係る検討が現状の移転価格税

制について示唆すること 

事業再編における「機能」の国外移転につ

いて移転価格税制の適用が問題となる原因は、

「機能」のうち無形資産等に対して独立企業

間原則の適用ができない、つまり独立企業間

において実在する又は想定される比較対象取

引が存在していないことから基本三法を用い

ることができず、また、残余利益分割法の適

用も困難なことから、独立企業間価格の算定

がうまくできないことにある。 

企業は、そのような無形資産等の国外移転

に対して一般に会計上の評価方法であるイン

カムアプローチ等を用いてその評価価値を算

定し、これに基づき当該無形資産等を譲渡す

るわけであるが、移転価格税制上はこれと同

様の取引を通常は独立企業間で把握できず、

また、インカムアプローチによる評価を独立

企業間価格とすることについては、残余利益

分割法の適用によった結果であるとするには

無理があるであろうということである。 

このことは何を意味しているのであろうか。

それは、現状での独立企業原則では上記のよ

うな取引について移転価格税制を適用するこ

とに限界があることを示唆しているのではな

いかと思慮するところである。 

２．「賢明な企業経営者原則」の有用性 

このような独立企業原則の適用限界を補完

するものとして、何かないのであろうか。こ

の独立企業原則の適用限界を補完するものと

しては、第３章でみたドイツの「賢明な企業

経営者原則」が有用なのではないか。 

これについては、OECD が 2006 年５月に

公表した「Comparability : Public Invitation 

Comment on a Series of Draft Issues Notes

（比較可能性に関する民間意見の募集のため

のディスカッション・ドラフト）」（以下「比

較可能性に関するディスカッション・ドラフ

ト」という。）の冒頭の「比較可能性分析と比

較対象探索の意義」のなかで、以下のような

指摘がなされてる。 

「19 昨今様々な種類の極めて独創的な取

引や事業シナリオが増えてきているが、その

ような事例では比較対象を見つけることが、

不可能とは言わないまでも、困難であろう。

また、一部の市場では第三者取引の公開情報

が限られている。だが現在のガイドラインに

は、利益分割法を例外として、比較対象が見

つからない場合の代替案が示されていない。」 

「20 そのような場合に独立企業原則を適

用するには、最終的には『賢明な企業経営者

基準』に則って検証するしかないだろう。す

なわち、調査対象となっている関連者間取引

の条件が、もし合理的な独立企業が同じ環境

の下で同じ機会を得たとしたならば行ったで

あろう取引の条件と一致するかどうかと問う

ことによって、理論上の独立企業環境を創造

し、その独立企業の利得となったであろう利

得を参照値として調整額を割り出す方法であ

る。とはいえ、納税者も税務当局も移転価格

分析を行うための情報を必要としているのだ

から、『賢明な企業経営者基準』は移転価格分

析に使える情報の有効性を損ねたり、税務当

局の差異調整を阻害するものであってはなら

ない。」（『』は筆者加筆） 

これに加えて、この比較可能性に関するデ

ィスカッション・ドラフトでは、以下のよう

な指摘もなされている。 

「17（前略）『賢明な企業経営者』の概念を

ガイドラインの中で明確にすることも検討さ
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れるべきであろう。具体的には、『賢明な企業

経営者』原則を OECD 移転価格ガイドライ

ン第１章の『比較可能性の分析』の中で明確

にするとともに、『用語集』にも入れてはどう

かと思われる。」 

このように、比較可能性に関するディスカ

ッション・ドラフトでは、独立企業原則の適

用に関して「賢明な企業経営者原則」の有用

性を真っ向から認めるものとなっており、そ

の後の改定案について期待するところではあ

ったが、しかし、2009 年９月に公表された

「Proposed Revision of Chapters Ⅰ-Ⅲ of 

the Transfer Pricing Guidelines（OECD 移

転価格ガイドライン 第１章～第３章 改定

案）」では、上記「賢明な企業経営者原則」に

係る指摘は活かされておらず、2010 年７月に

公表された「The 2010 Transfer Pricing 

Guidelines」にも反映されてはいない。 

３．今後の移転価格税制の方向性 

今後も OECD 移転価格ガイドラインは、

納税者や各国の課税当局が移転価格税制の適

用を的確に行えるよう改定がなされていくも

のと考えるが、できればそのなかで、現状の

独立企業原則に基づいた移転価格税制にはそ

れを補完するための原則や手段が必要であり、

それには「賢明な企業経営者原則」が有用で

あるとの認識が示されることが望ましいので

はないかと考える。 

わが国の移転価格税制は OECD 移転価格

ガイドラインに沿って行われており、OECD

移転価格ガイドラインが「賢明な企業経営者

原則」を受け入れることで、わが国の移転価

格税制においても、比較対象取引が存在しな

い場合等において論理的思考による独立企業

間価格の算定について道が開かれることに、

今後期待したいものである。 

結びに代えて 

「独立企業間価格」という用語は、英語表

記では“Arm’s Length Price”であり、熟語

で“at arm’s length”は「ある一定の距離を

置いて」又は「少し離れて」(44)という意味に

なる。 

移転価格税制の目的は、企業が国外関連者

との取引でその価格を操作することにより軽

課税国等へ恣意的に所得を移転させることを

防ぐことにあり、そのために国外関連者との

取引価格は課税上弊害のない公正な価格でな

ければならないとされている。この移転価格

税制における公正な価格として二国間租税条

約や OECD 移転価格ガイドラインにおいて

国際的にコンセンサスが得られているものが、

「独立企業間価格」ということになる。 

この独立企業原則に基づいた「独立企業間

価格」が、移転価格税制において公正な価格

であることに疑義を差し挟む余地はないこと

は確かなことである。 

それでは「独立企業間価格」以外には移転

価格税制において公正な価格となり得るもの

はないのであろうか。 

OECD 移転価格ガイドラインにおいては、

独立企業原則によらないアプローチとして

「全世界的定式配分」について取り上げては

いるが、これについては、膨大な政治的及び

行政的複雑さをもたらすこと、事前に定めら

れた定式は市場の状況、個別の企業に特有の

状況及び経営に特有の資源配分を無視するこ

とから健全ではなくむしろ恣意的になること、

耐えがたい適用のコストと資料要求をもたら

すことなどから完全否定されており、このこ

とは、筆者自身大いに賛同することであると

考える。 

ただ、この全世界的定式配分の否定をもっ

て「全世界的定式配分に代表される独立企業

原則に対する理論上の代替案は拒否されるべ

きである」と独立企業原則の代替案に関する

一切の検討を放棄する結論に至っていること

には疑問を感じるところである。 

OECD 移転価格ガイドラインにおいても、

独立企業原則が完全無比なものであるとは言
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っていない。今回の事業再編に係るディスカ

ッション・ドラフトにおいても、事業再編の

性質から比較対象取引が存在しないような場

合があることを認めているところである。 

そのようなことから、独立企業原則を否定

はしないがそれを補完するものの必要性が感

じられるところである。 

比較可能性に関するディスカッション・ド

ラフトでは「賢明な企業経営者原則」の有用

性を認めているところである。ただし、それ

を受けた OECD 移転価格ガイドラインでこ

れは活かされてはいない。 

また、OECD 移転価格ガイドラインでは、

事後的な実績値に基づく「所得相応性基準」

や「定期的調整」については受け入れられな

いとしている。 

今後、独立企業原則の代替案の検討とは言

わないが、独立企業原則を補完する原則につ

いての国際的な議論がなされていくことに期

待をしたいものである。 
                                                      
(1) 国際取引課税法１条３項９文。 
(2) 国際取引課税法１条３項 10 文。 
(3) 機能移転に関する政令１条７項。 
(4) 国際取引課税法１条１項２文。 
(5) 賢明な企業経営者原則は、EU 諸国を含むその

他のどのような法域においても確立されてはい

ないものである。 
(6) 独語の原文は、「Für die Anwendung des 
Fremdvergleichsgrundsatzes ist davon 
auszugehen, dass die voneinander 
unabhängigen Dritten alle wesentlichen 
Umstände der Geschäftsbeziehung kennen 
und nach den Grundsätzen ordentlicher und 
gewissenhafter Geschäftsleiter handeln.」であ

る。 
(7) Heinz-Klaus Kroppen 他「Germany's Draft 
Law on Business Restructurings 」 Tax 
Management Transfer Pricing Report（March 
21,2007）。 

(8) 国際取引課税法１条３項６文。 
(9) 国際取引課税法１条３項７文。 
(10) 国際取引課税法１条３項９文。 

                                                                         
(11) 国際取引課税法１条３項１文。 
(12) 国際取引課税法１条３項２文。 
(13) 国際取引課税法１条３項３文。 
(14) 国際取引課税法１条３項４文。 
(15) 国際取引課税法１条３項５文。 
(16) 池田良一「ドイツ移転価格税制における『記録

文書化義務』の導入」国際税務 23 巻 12 号８頁

（2003）の翻訳をベースに作成。 
(17) ドイツの文書化は国境を越える本店・支店間取

引にも適用される。 
(18) 文書化内容政令６条。 
(19) 国外関連者取引通達４項。 
(20) 租税基本法 162 条３項。 
(21) 租税基本法 162 条４項。 
(22) 文書化内容政令５条。 
(23) ドイツでは、立法権は連邦へ、行政権は州へと

いった権限配分がなされており、税制の執行につ

いては連邦財務省が策定した規則等に基づいて

州財務省ごとに行われている。 
(24) 2010 年から検討されているこの強化策の緩和

は、制度の対象となる「機能」についてその適用

除外の範囲を広げることでなされるようであり、

これにより移転される「機能」の大半が対象外と

なれば、ここで指摘しているような問題は起こり

得ないのかもしれない。 
(25) 的確な事実把握のための対処策については、訴

訟維持のためにも必須であり、ここでの制度的な

文書化の導入及びシークレット・コンパラブルに

係る対処策については、拙論、居波邦泰「移転価

格事案の訴訟に係る対処等の検討－米国の判例

等を踏まえて－」税大論叢 54 号（2007）におい

て行った検討をベースにしている。 
(26) 加えて、OECD 移転価格ガイドラインでは、

5.28 で「文書化の必要性は、費用と執行上の負担

との兼ね合いでバランスのとれたものとするべ

きである」との指摘がなされていることに十分に

留意する必要がある。 
(27) 文書化（Documentation）を既に法令レベル

で導入している国。 
 欧州・北米……米国、カナダ、英国、フランス、

ドイツ、オランダ、デンマーク、スペインなど 
 中南米……メキシコ、ブラジル、アルゼンチン、

ペルー、コロンビア、エクアドル、ベネズエラな

ど 
 アジア・豪州……中国、韓国、インド、ベトナ
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ム、オーストラリアなど 

(28) これら３つの国際的文書化モデルの文書リス

トについては、和波英雄「グローバル企業の移転

価格文書化（ドキュメンテーション）のポイント

－OECD・PATA・EU における現行モデルのス

タディ－」国際税務 29 巻１号 66 頁（2009）に

わかりやすくまとめてあるので参考にされたい。 
(29) PATA は 2005 年 10 月の第 27 回会議を最後に

発展的に解消され、参加国の対象地域を拡大して、

新たに 10 カ国（米国、カナダ、オーストラリア、

英国、フランス、ドイツ、中国、韓国、インド及

び日本）の税務当局の長官レベルの会合である

「リーズキャッスルグループ税務長官会合」（英

国のリーズキャッスルでの合意による）が発足し

たところである。 
(30) 具体的には、「国外関連取引の内容を記載した

書類」として、 
① 国外関連取引に係る資産の明細及び役務の

内容、 
② 法人及び国外関連者が果たす機能及び負担

するリスク、 
③ 法人又は国外関連者が国外関連取引におい

て使用した無形固定資産その他の無形資産

の内容、 
④ 国外関連取引に係る契約書又は契約内容、 
⑤ 国外関連取引における対価の額の設定方法

及び当該設定に係る交渉内容、 
⑥ 法人及び国外関連者の当該国外関連取引に

係る損益の明細、 
⑦ 市場に関する分析その他当該市場に関する

事項、 
⑧ 法人及び国外関連者の事業方針、 
⑨ 国外関連取引と密接に関連する他の取引の

有無及びその内容 
 が列挙され、「独立企業間価格を算定するための

書類」として、 
① 選定した算定方法及びその選定理由並びに

その他独立企業間価格を算定するに当たり

作成した書類、 
② 国外関連取引に係る比較対象取引等の選定

に係る事項及び当該比較対象取引等の明細、 
③ 基本三法以外の算定方法（利益分割法、取

引単位営業利益法等）を選定した場合に、法

人及び国外関連者に帰属するものとして計

算した金額を算出するための書類、 

                                                                         
④ 複数の国外関連取引を一つの取引として独

立企業間価格の算定を行った場合の理由及

びその取引の内容、 
⑤ 比較対象取引等について差異調整を行った

場合の理由及び当該差異調整等の方法 
が列挙された。 

(31) シークレット・コンパラブルとは、課税庁が措

置法第 66 条の４第９項〔第三者への情報収集〕

により収集した比較対象取引等の課税庁が保有

する第三者情報等で納税者にとって入手困難な

一般に公開されていない情報のことであり、税務

職員は守秘義務により第三者の名称やその情報

内容については納税者には教えることができな

いため、一般にシークレットという用語をつけて

呼ばれている情報である。 
(32)米国では、適正に同時文書化がなされていれば、

シークレット・コンパラブルの使用とは関係なく、

過少申告加算税の賦課が免除される制度をとっ

ている。 
(33) これについては、米国等の諸外国とわが国とで

はサンクションの体系が異なるということで、容

易には過少申告加算税の賦課を免除とするとい

うわけにはいかないという指摘もある。 
(34) 租税特別措置法 66 条の４第１項。 
(35) 広辞苑第六版。 
(36) なお、今後、通達レベル（事例集等）で具体的

な「機能」の移転の例を示すことが必要になるも

のと思慮するところである。 
(37) 事業再編において「機能」を国外移転させる取

引については、比較対象取引が存在しない場合に

有効とされる残余利益分割法が適用できないこ

と又は公的市況等から比較対象取引を想定する

こともできないと思われることから、独立企業原

則の下での独立企業間価格の算定が困難になる

ものと考えられる。 
(38) 「機能」である無形資産等が国外関連者に完全

移転することを想定しているので、残余利益分割

法の適用は困難ではないかと思料する。 
(39) Eli Lilly 事案、Bausch & Lomb 事案、

Sundstrand 事案、Seagate 事案等。 
(40) OECD 移転価格ガイドライン第３章３.12、
３.14。 

(41) OECD 移転価格ガイドライン第６章６.32、
６.34。 

(42) 国際取引課税法１条１項 11 文。 
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(43) わが国への所得相応性基準の導入に係るこれ

らの課題への検討については、拙論、居波邦泰「無

形資産の国外関連者への移転等に係る課税のあ

り方－わが国への所得相応性基準の導入の検討

－」税大論叢 59 号 443 頁（2008）で検討を行っ

ている。 
(44) リーダーズ英和辞典。この他に「腕を伸ばした

距離に」という意味もある。 
 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


